
 

様式第２（第５条関係） 

会議録 

１ 委員会の名称 

  第２回犬山市水道事業経営戦略検討委員会 

 

２ 開催日時 

  令和７年１０月６日（月） １４時００分から１５時３０分まで 

 

３ 開催場所 

  犬山市役所２階２０１会議室 

 

４ 出席した者の氏名 

 (1) 委員 

   岡田和明委員長、河邉丹理委員、奥村好樹委員、今枝稔幸委員、安川一郎委員、 

   小澤量子委員 

 (2) 事務局 

   武内雅洋都市整備部長、野本敬弘都市整備部次長、梅村幸男水道課長、 

   田村貴史水道課長補佐、徳丸真一水道課長補佐、松澤一悦水道課統括主査、 

   吉野達也水道課主任主査 

 (3) その他 

   犬山市水道事業経営戦略検討委員会委員６名中６名出席 

   （委員の過半数出席のため、会議成立） 

 

５ 議題 

 ・検討事項 

  (1) 収支見通しについて 

  (2) 水道料金について 

 

６ 傍聴人の数 

  ０人 

 

７ 内容 

 

  １ 部長挨拶 

 

   武内都市整備部長より挨拶 

 

  ２ 委員長挨拶 

 



 

   岡田委員長より挨拶 

 能登半島地震や豪雨災害などで長期間蛇口から水の出ない生活の様子を見ていると、

改めて水道は国民の生活を支える重要な公共インフラである。 

 今回から、具体的に収支見通しや水道料金について検討していくことになる。安心

な水を安価にと誰もが思うが、ライフラインであり重要な公共インフラを次世代に確

実に引き継ぐためにはどうしたらいいか。公営企業として儲けはしないが損もしない

使用料とは。公営企業の原則である独立採算制を維持するためという観点からも検討

していきたい。 

 

  ３ 検討事項 

   

  （１）収支見通しについて 

 

   １－１ これまでの経費削減策と今後の有収率改善の取り組みについて 

 （資料により事務局より説明） 

 これまでの経費削減策（民間委託や部の統廃合、有収率向上のため漏水調査の新技

術の試行等）と、令和 8 年度に衛星写真をＡＩ解析して漏水を発見する新技術による

調査に取り組むことを説明。 

 計画目標年度（令和 17年度）に有収率 91％を目標に定め段階的に改善する場合と、

改善しない場合との支出見通しを比較、有収率を改善し経費削減することを前提とし、

当該漏水に係る余分の経費を含めない支出計画とする。 

 

１－２．給水人口及び収入の推計結果について 

 （資料により事務局より説明） 

 家事用水道使用量は人口減少を踏まえて減少を、業務用水道使用量は景気動向によ

る増減はあるが平均的には横ばいの実績を踏まえて横ばいで見込む。合計で令和１7

年度に 863万立方メートル（令和 6年度比 24万立方メートル減少）。 

 

１－３．将来の更新需要と投資計画について 

 （資料により事務局より説明） 

 独立採算制の公営企業である水道では収益的収支で得た現金を老朽化対策や耐震化

等の設備投資に充てる。水道施設の大半を占める水道管について、犬山市の現在の水

道管の平均寿命（実耐用年数の平均）は 72 年程度。72 年を迎えた水道管を順次更新

する老朽化対策のみであれば今後 10年間の更新需要は 23億円余だが、大口径の基幹

管路等重要箇所の耐震化においては 72年未満でも前倒して施工が必要。平成 30年度

策定の管路耐震化・更新計画による重要箇所の施工を含め、今後 10 年間の更新を 42

億円余の計画としたい。 

 この条件で令和 17年度に本業が赤字とならない料金回収率 100％をクリアするには

収入が 1億 7700万円（料金に占める割合で 18％）不足する。 

 



 

１－４．収支の見通しについて 

 （資料により事務局より説明） 

 1-1～3を踏まえ前提条件を整理する。 

 収入見通しは、人口減少を踏まえた推計は実績とも整合しておりこれを採用、支出

は、物価高により現行経営戦略の想定以上に増加しており、改定にあたり大きく見直

す。支出の削減について電気代や県営水道料金値上げ等の物価高による外部要因は自

助努力に限界があるが、自助努力で削減するコストとして、有収率を 91％まで段階的

に改善することを前提として費用を削減する。設備更新については、耐震化工事など

の重要度・優先度を考慮して更新する。収支計画については、現行料金水準から 1 億

7700万円、比率にして 18％相当分、料金収入を増やす計画とする。 

 料金改定によりこれを実現していく場合、改定時期等は今後の議論だが、仮に令和

9年度に 18％改定した場合は、令和 17年度の料金回収率は 100.48％となる見通し。 

 

   委員長 

 今の事務局の方から説明いただきました。疑問点とか、意見があればお聞きしたい。 

 

   委員 

     P.14【将来の更新需要の把握について】に水道管路の実耐用年数について設定され

ているが、アセットマネジメントツールで①法定耐用年数に対し、②の更新基準年数

として法定耐用年数の 1.5倍となっている、これは国からの指導か。 

 

   事務局 

     国土交通省はこのアセットマネジメントツールを義務付けるのではなく、各自治体

に検討してもらうスタンスを取っている。法定耐用年数をそのまま用いると過剰投資

を招く恐れがあるため、目安として P.14【将来の更新需要の把握について】②の法定

耐用年数の 1.5倍や③の法定耐用年数×1.5×Ａとして試算することが示されている。 

 

   委員 

     法定耐用年数に一定の合理性はあり、企業会計では法定耐用年数にもとづいて減価

償却費を行い税金を算定している。耐用年数を 72年と設定するのは、実態に即した考

え方だと思うし、日本水道協会の資料でも耐用年数 40年は短すぎるとの指摘はある。 

     しかし、40 年の耐用年数を 72 年にするのは、耐用年数を 1.8 倍に伸ばすものであ

るから、管路の安全性等について市民の心配はあると思う。72年を基準にする根拠を

整備すべき。市民対応では「他自治体もそう言っている」ではなく、72年にするため

の一定の考え方や根拠を示して説明できる用意が必要。 

 

   事務局 

     現在の管路の配管には複数の管種が混在しており寿命も異なるが、実際に布設され

ている管路の平均寿命は全体としてちょうど約 72 年であることから③のＡを 1.2 倍

として設定した。根拠として、犬山市で多用されているダクタイル鋳鉄管の寿命が約



 

80～100年とされ、継手や材質ごとに個別の平均寿命も示されている。耐用年数が 60

年の当時使われていた種類の管路も布設替により新しい管路と置き換われば、今後も

全体の平均寿命は延びていく。 

     配管網は過去に何度も繋ぎ足されパッチワーク状であるため、単一「この範囲の寿

命は何年」と断定するのは難しく、犬山市全体の各管種を積み上げて算出した全体の

平均寿命が 72年。 

 

   委員長 

     水道管路の実耐用年数 72 年と P.17【耐震化工事を含めた設備投資計画】の更新工

事の前倒しでは相反するように感じるがどうか。 

 

   事務局 

     P.14の記述は「72年間全く工事をしない」という意味ではなく、県営水道からの基

幹管路などの重要箇所は優先的に選定して工事を行う必要がある。特に耐震化の観点

から重要度を考慮した計画を立て工事をする。重要箇所が被災すると広域な断水が発

生するため、優先順位を付けて更新工事を前倒しする。 

 

   委員 

     寿命を 72 年とした場合、20 年後以降に工事が集中するため工事を平準化する方針

という理解でよいか。また、72年未満の場合でも重要箇所は前倒しで更新工事すると

のことだが、その前倒しの基準はあるのか。 

 

   事務局 

     P.13【水道事業の独立採算サイクルと支出】に記載されている設備投資の２本柱「老

朽化対策、耐震化工事」を進めていく。耐震化については市内にある重要箇所は被災

時に影響が大きいため前倒しして行く。平成 30 年度に策定の「管路耐震化計画」で

は、水系や被害の影響等を考慮し今後 10年間の布設替え計画が定められており、その

計画に従って工事を進める予定。 

 

   委員 

     P.16【これから 72 年を迎える水道管延長のうち R8～R46 の更新費用】に老朽化対

策、P.17には耐震化工事とあるが、P.17の管路更新費用には老朽化対策も含まれてい

るか。 

 

   事務局 

     P.17の更新費用には老朽化対策も含まれている。現在、更新工事で使用される管路

は全て耐震基準を満たしているため、老朽化対策で布設替え工事を行えば耐震化され

た管路となる。 

     重要管路は被災時の影響が大きいため例えば 30年の管路でも耐震化工事をするが、

影響が小さい末端管路は前倒しで更新工事はしないというような考え方である。 



 

 

   委員 

     重要箇所は何箇所あるのか。 

 

   事務局 

     市内にある 5箇所の浄水場から出る太い管路、地下水系の井戸や木曽川の水質に異

常が発生した地区に県営水道からバックアップするための連絡管のほか、直径 350ｍ

ｍ以上の基幹管路といわれる配水管、木曽川取水から白山浄水場への導水管、井戸か

ら浄水場への導水管、配水池から配水池への送水管、各地区の重要管路など多数の重

要箇所がある。 

     令和 6年度に作成したアセットマネジメントでは、19箇所を見込んでいるが、重要

な管路は口径が大きいため 1ｍ当たりの工事単価も高い。 

 

   委員長 

     施設の耐震化はどうか。 

 

   事務局 

     水道管路以外の施設では、令和 5年度～令和 6年度で第二加圧所の耐震化工事を実

施した。あと主要な所で残っているのは白山浄水場。 

 

   委員 

     耐震化工事が行われた管路の寿命はどうか。 

 

   事務局 

     耐震継手の管路を採用しており、当該管種についてカタログや国からも示されてい

る 100年を想定している。 

 

   委員 

     更新工事の費用の算定方法は何に基づいているのか。 

 

   事務局 

     その年に何メートルの布設工事が必要なのか算出し、それに単価を掛けて算出。 

     布設単価については、令和 6年度のアセットマネジメントで算定しており、「水道事

業の再構築に関する施設更新費用算定の手引き」を用い、物価変動率と変更された消

費税率を掛けて使用。 

 

   委員 

     P.18【耐震化工事を含めた設備投資計画（前頁からのつづき）】左側の表の収支につ

いて、管路の減価償却費は法定耐用年数を 40年で算定しているか。 

 



 

 

   事務局 

     減価償却費は 40年で算定。 

 

   委員 

     収支は 40 年、実際の工事は 72 年、32 年の差だが決算への落とし込みは問題ない

か。 

 

   事務局 

     40 年の物を 72 年使用すると経営分析指標である減価償却率が上昇することになる

が、犬山市の減価償却率を他自治体と比較しても老朽化が進んでいることはなく、平

均的な水準であると確認している。 

 

   委員 

     P.16のグラフで 72年経過した管路を更新するとし、P.17のグラフで前倒して更新

するとあり、2つのグラフの関係性が分かりにくい。基本は 72年だが重要箇所は前倒

しするだとか、計画の考え方を終始一貫し、後で検証できるような資料作りをしてあ

ると 10 年後、20 年後の計画の見直しで役に立つ。計画に対して、その期間中 1 年 1

年の決算で進捗がチェックできるようにしていくことが大切。 

 

   委員長 

     P.10【有収率を下回る部分にかかる経費について】のグラフでは令和 12年度に大き

く動いているが、その要因は。 

 

   事務局 

     令和 12 年度の支出が大きく動いているのは、その年度に退職手当の支払いを見込

んでいるため。 

 

   委員長 

     P.7【これまでの主な経費削減策】の取り組みとして組織を見直し水道部長職を廃止

したとあるが、私はこれには反対の意見を持っている。事業計画を進めて行く中で事

実上の事業管理者の立場からの管理監督は必要だと考える。 

 

   委員 

     経費削減策として設備投資の更新費用の削減はどうか。 

 

   事務局 

     更新工事のタイミングについて、本管と給水管を同時に工事をすることで工事費を

抑えたり、小さい工事は自前で設計業務を行い委託費を削るなど、極端な話、鉛筆一

本から積み上げてなるべく経費が発生しないように事業は進める必要があると考えて



 

いる。 

 

   委員 

     水道料金はいずれ改定しなくてはいけないと思うが、そういった経費削減の努力を

アピールすることも必要。 

 

   委員長 

     ある程度の事業費、工事費の変化率は想定しているか。 

 

   事務局 

     平成 30年度の「管路耐震化計画」では、人口減による水利計算で管路の管の太さを

見直ししている。管路の管が太いと工事費も高くなるため、利用の少ない区域の管路

の管がサイズダウンすれば工事費も削減できる。物価変動率についてはこのまま上が

るだろうとの想定で建設工事費も増加している。 

 

 

  （２）水道料金について 

 

（資料により事務局より説明） 

 犬山市の現行料金は、家事用の口径 13 ミリで比較すると、1 か月 10 立方メートル

使用した場合と 20 立方メートル使用した場合、どちらも同規模団体では全国で１番

安く、20立方メートルでは人口規模を問わず全団体中でも第７位。 

 仮にここから基本料金や従量料金一律に 18％改定した額を、愛知県内で比較すると、

改定前の県内１位から、改定後でも県内で１番安い水準をキープできる見通し。 

 

   委員長 

     仮に 18％一律改定した場合ということで、これに決まったわけではないが、何か意

見があれば。 

 

   委員 

     企業側としては岐阜県を見ている。可児市や各務原市の水道料金について分かる範

囲でお願いしたい。 

 

   事務局 

     第 1 回の資料に改定前の水道料金が記載してある。家庭用の 20 立方メートル使用

した場合、可児市は 3,498円、各務原市は 2,431円。おおむね、各務原市は愛知県平

均のレベルで、可児市はそれより高く全国平均に近い状況。 

 

   委員長 

     業務用の料金比較はあるか。業務用は変動が少ない安定した財源との説明があった



 

が。 

 

   事務局 

     業務用では月に 20 立方メートル使用した場合、税込みで 2,409 円となり、家庭用

の愛知県平均を若干下回る。なお、ほとんどの自治体では家庭用・業務用同額の口径

別の料金を採用している。 

 

 

  ４ その他 

 

  （連絡事項） 

 

    第３回の日程は令和７年１２月２２日（月）午後２時に開催予定 

 

 

 

  


